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      別紙 

（費用の呼称） 

問１：食事の提供にかかる費用の呼称は、食材料費にしないといけないのか。 

答１：実質的に内容が食材料費であれば、費用の呼称に特に制限はありません。 

（費用の内訳） 

問２：調理にかかる人件費は、どうして徴収できないのか。 

答２： グループホームでは、調理員を雇うのではなく、「共同生活介護」という主旨から、 

事業所の職員と利用者が共同で調理を行うことが求められるサービスとされており、

調理にかかる人件費を徴収することはできません。 

問３：例えば、「食費（食事代）」という呼称の費用のなかに、「食材料費」と「光熱水費」

が内訳としてある場合、問題ないのではないか。 

答３：ご指摘のとおりです。ただし、「光熱水費」については、事業所全体のものを調理にかか 

る光熱水費に按分計算することになりますが、その場合は利用者に対して、具体的かつ客

観的な根拠を示す必要があります。 

（収支差） 

問４： 食事の提供にかかる費用（「食材料費」）について収支差が生じた場合は、具体的にど

うすればよいのか。 

答４：例えば、食費の値下げや利用者に返還（還元）等があります。 

問５： 年度の途中でも、返還（還元）しないといけないのか。 

答５：年度末に返還（還元）しても可です。 

問６：返還（還元）とは具体的にどうすることか。 

答６：例えば、今後の行事食や外食に充当する方法や、今後の食材料費の値下げなどの対

応が考えられます。ただし、収支差が生じて値下げと、還元分として値下げとを区別

し、利用者及びその家族に説明する必要があります。 

（死亡、居所不明等） 

問７：利用者が死亡、居所不明等で返還（還元）できない場合、どうすればよいのか。 

答７： 死亡の場合は家族（相続人）に返還してください。また、居所不明等により返還が 

困難な場合はその旨を記録に残してください。
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（配食サービス、外部委託） 

問８：配食サービス、外部委託の費用は、食材料費として徴収できるのか。 

答８：食事の提供の方法については、事業所内の調理に限定するものではありませんので、 

今後も引き続き配食サービス、外部委託等を利用することも可ですが、利用者からは「食

材料費」以外の徴収は不可です。 

 
（食材宅配サービス） 

問９： 食材宅配サービス（カット野菜等の配達）の費用は、食材料費として徴収できるの 

か。 

答９：徴収は可です。 

 

（調理済み食品（弁当、惣菜、おかし 等）） 

問10：調理済み食品（弁当、惣菜、おかし 等）の費用は、食材料費として徴収できるのか。

答10：徴収は可です。 

 
（行事食、外食にかかる費用） 

問11：行事食、外食の費用は、食材料費として徴収できるのか。

答11：徴収は可です。 

 
（調味料） 

問12：調味料の費用は、食材料費として徴収できるのか。

答12：徴収は可です。 

 
（食器、調理器具、調理用品） 

問13：食器、調理器具、調理用品の費用は、食材料費として徴収できるのか。

答13：徴収は不可です。 

 
（飲料水） 

問14： 容器に入った天然水（ナチュラルウォーター）やミネラルウォーターの費用は、食 

材料費として徴収できるのか。 

答14：徴収は可です。 

 

問15：ウォーターサーバーの水の費用は、食材料費として徴収できるのか。 

答15： 水は食材料費として徴収は可ですが、サーバーレンタル代等については徴収は不可 

です。 

 
問16：レンタル浄水器の水の費用は、食材料費として徴収できるのか。 

答16：光熱水費としての徴収が可です。水道代は食材料費にあたりませんので、食材料費と 

しての徴収は不可です。 
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（安い仕入れや差し入れ） 

問17： 事業所の職員の努力で、食材を安く仕入れることができた場合や近所等からの差し 

入れがあった場合、どうなるのか。 

答17：結果的に、食材料費が下がることになりますので、余剰が出れば、利用者に返還（

還元）等を行ってください。 

 
（外部委託） 

問18：外部委託の場合は、どのように食材料費を算出することになるのか。 

答18：委託事業者から、委託料の積算根拠を提出いただき、食材料費を算出してください。 

 

（事業所の職員の食事にかかる費用） 

問19：利用者からの食材料費の中で、事業所の職員が食事をすることはできるのか。 

答19：利用者から徴収した食材料費は、利用者の食事に供するためのものですので、事業

所の職員が食事することは不可です。 

 
問20：利用者からの食材料費の中で、事業所の職員が検食（集団給食で、配食前に行う試

食）をすることはできるのか。 

答20：事業所の職員が検食することは可です。 

 

 




